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第１節　心身の健康
１．保健

現状と課題 ◆本町には、保健事業推進のための拠点である保健センターがあり、健康づ
くりを支援する施設として多くの町民に利用されています。

◆急速に進む少子高齢化など保健、医療を取り巻く環境が大きく変化するな
か、町民の健康を守るため、健康診査、健康教育、健康相談、家庭訪問、
予防接種などの各種保健事業を進めています。

◆少子化に対応した母子保健活動や、健康で自立した高齢者の健康の維持増
進などが求められており、健診（検診）の充実と受診率の向上による早期
発見、早期治療、生活習慣病などの予防に努めていくことが必要です。

◆各種教室の開催や健康に関する個別の相談、教育、指導業務などを通じて、
町民一人ひとりが積極的に健康づくりに取り組むことの大切さを普及啓発
していくことが求められています。

めざす方向  健康寿命の延伸をはかるため、各種健診（検診）の充実など病気の予防・
早期発見に努めるとともに、町民一人ひとりが健康づくりの重要性を意識
し、生涯にわたって健康を維持増進できる施策を進めます。

主な検診の受診率の推移（保健課調）
単位：％

平成12年 15年 18年 21年 24年 26年

４か月健診 97.9 99.0 99.1 99.3 98.1 99.4

10か月健診 95.3 98.7 96.9 97.7 98.4 98.4

１歳６か月健診 97.4 98.0 97.4 95.7 98.8 97.8

２歳児健診 93.5 95.7 95.8 94.1 94.4 97.3

３歳児健診 94.1 92.5 96.2 92.7 95.4 97.5

乳幼児健診（平均） 95.6 96.8 97.1 95.9 97.0 98.1

肺がん検診 20.3 19.8 17.8 12.2 12.2 22.9※

子宮頸がん検診 23.5 22.4 22.5 31.0 36.0 46.0※

※２歳児健診は、平成12年度より開始。
※がん検診受診率の算定方法が平成25年度より変更。
※子宮頸がん検診は、平成15年度まで対象年齢は30歳以上で、平成16年度より20歳以上、平成17年度より２年に１回の
受診になった。

※平成25年の数値
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施 策

⑴ 健康に対する
意識づくり、
情報の共有

①健康づくりの重要性を意識啓発するため、情報提供や学習機会の充実、健
康づくり活動の促進に努めます。
②自主的な健康づくりを支援するため、健康手帳の利用促進や健康づくりに
関する物品貸与、情報提供などを行います。
③町民一人ひとりの健康に関する情報を一元化し、健康づくりに役立てるこ
とができるようにします。

⑵ 母子保健の
 充実

①妊娠、出産、育児に関する各種健診・教室や予防接種などを行い、指導を
充実させます。
②妊娠、出産、育児の不安や悩みについて気軽に相談ができるよう、相談窓
口を充実させます。
③母子（父子）の心身に関する悩みを解決するため、心の健康教育やカウン
セリングなどを充実させます。
④発達につまずきのある子どもが能力を発揮して生活ができるよう関係機関
と連携し、遊びや交流を通した施策を進めます。

⑶ 成人保健の
 充実

①個別健診（検診）、集団健診（検診）の充実に努めるとともに、受診しや
すい体制づくりに努めます。
②健康に関する知識の普及や健康相談、健康指導体制の充実をはかります。
③疾病を持ち生活する人の健康相談や生活指導をします。
④保健所、福祉・医療機関との連携をはかり、心の健康づくりに努めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 「健康づくりや病気の
予防」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

85.8％ H20 86.3％ H26 86.5％ H32

⑵
乳幼児健診の受診率 各乳幼児健診の年間の受診率

（各健診の平均受診率） 95.9％ H21 98.1％ H26 100.0％ H32

予防接種の接種率 各種予防接種全体の平均接種率 79.8％ H21 94.6％ H26 95.0％ H32

⑶

肺がん検診の受診率 がん死亡順位第１位である肺が
ん検診の受診率 12.2％ H21 22.9％ H25 25.0％ H32

子宮頸がん検診の受
診率

検診で死亡者を減らすことので
きる、子宮頸がん検診の個別検
診、集団検診の受診率

31.0％ H21 46.0％ H25 50.0％ H32

健康相談利用者数 各種健康相談を利用した人数
（年間） 719人 H21 436人 H26 450人 H32

特定保健指導の実施
率

健診データに基づいた健康に関
する知識の普及 12.3％ H21 33.3％ H25 60.0％ H32

関係する町の計画 　●音更町国民健康保険特定健康診査等実施計画　●音更町健康増進計画
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２．医療

現状と課題 ◆本町には、道立を含む病院・診療所19施設と歯科診療所17施設の医療機関
があります。夜間の救急医療機関として町内や帯広市内に救急告示病院※

があるほか、救命救急医療については、帯広市内の高度医療機器を備えた
医療機関を利用しています。

◆少子高齢社会となり、医療に対する町民ニーズも多様化するなか、町民が
いつでも安心して医療サービスが受けられるように医療機関相互の連携と
機能分担、さらには、保健、医療、福祉の連携強化などが必要です。

※救急告示病院：消防法の規定に基づき、救急隊による救急搬送を受け入れるための医療機関
のことで、都道府県知事が告示・指定している医療機関です。
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平成12年               15年                   18年                   21年                  24年

（か所）

保健医療施設数の推移（十勝地域保健情報年報）

病院 診療所（歯科診療所を除く） 歯科診療所

※十勝地域保健情報年報の診療所には、福祉施設内の診療所等も含みます。
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めざす方向  いつでも適切な医療が受けられ、健康な生活を送ることができるよう、医
療機関との連携を密にし、地域に根ざした医療供給体制の充実に努めます。

施 策

⑴ 町内の医療体
制の充実

①安心して医療を受けられるよう、町と医療機関の連携を深め、医療体制の
充実に努めます。

⑵ 広域的な救命
救急医療体制
などの充実

①高度医療分野については、帯広市内の救命救急医療機関との連携強化をは
かりながら、救命救急医療体制などの充実に努めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 「病院・診療所などの
医療環境」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

81.8％ H20 78.0％ H26 81.8％ H32

⑵ 初期救急医療の対応
可能日数

夜間の初期救急患者の診療を行
う医療機関（夜間急病センター
および在宅当番医）の１年間に
おける当番日数

365日 H21 365日 H26 365日 H32
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３．社会保障

現状と課題 ◆国民健康保険制度については、国民皆保険の中核を担う制度として市町村
が保険者となり運営しています。近年、高齢化の進展や疾病構造の変化な
どによる医療費の増加に加え社会経済の低迷などに伴い、低所得者の加入
が多い国民健康保険にとっては財政運営が極めて厳しい状況となってお
り、平成30年度から都道府県を財政運営の主体とする大きな制度改正が行
われます。今後、都道府県と市町村の役割分担など具体的な制度設計が行
われますが、国保財政の健全化には、保健事業の推進等による医療費適正
化および国保税の収納率向上等の対策が必要です。
◆高齢者の医療制度については、平成20年度から後期高齢者医療制度が始ま
りました。この制度は、都道府県を単位とする後期高齢者医療広域連合が
運営しています。制度については着実に定着していますが、今後も年齢到
達による新たな加入者が増え続けることから、制度全般について広く周知
することが必要です。
◆介護保険制度については、在宅サービスを中心にサービス利用は増大し、
介護保険は老後の安心を支えるしくみとして定着してきました。本町では、
今後も認知症やひとり暮らしの高齢者の増加が見込まれ、介護に対するニ
ーズはますます高まると考えられており、多様化する介護ニーズへの対応
と増加が続く給付費に対して、保険料の負担抑制と介護人材の育成・確保
が課題となっています。このことから、平成27年度より介護福祉関係の人
材育成を目的として、帯広大谷短期大学と連携して、社会福祉科介護福祉
専攻へ進学する学生への就学サポートを行う「ふるさと介護福祉士育成支
援事業」に取り組んでいます。
◆国民年金制度については、平成22年１月から日本年金機構が年金事業を運
営しており、本町では、各種届出書の受付と相談業務を行っています。年
金は町民の生活とも密接に結びついており、年金受給者が年々増加するな
か、一番身近にある相談窓口として町の役割は重要になっています。今後
も関係機関と連携し、国民年金制度の重要性を広く周知するとともに、町
民が年金受給権を確保できるように努めていくことが必要です。
◆国内景気や雇用情勢の悪化などから生活保護世帯が全国的に増加してお
り、本町でもその傾向が見られます。このため、要保護者に対して適切な
支援を行うには、関係機関との連携に努めることが必要です。

めざす方向  国民健康保険事業の健全な運営のため、医療費の適正化と国民健康保険税
の適正賦課を進めるとともに、保健事業を通じて、町民の予防意識の向上
と、健康づくりを促進し、医療費の抑制に努めます。
 後期高齢者医療制度の加入者が増え続けるなかで、あらゆる機会を通じた
広報を実施し、制度の周知徹底に努めます。
 高齢者が、介護の必要な状態になったとしても、人間としての尊厳を保持
し、能力に応じて自立した生活を営むことができるように支援するととも
に、受け皿となる介護人材の育成に努めます。
 町民個々の受給権を確保するため、国民年金制度に対する理解を求め、こ
れからの少子高齢社会に対応できるよう、無年金者の解消に努めます。ま
た、年金記録問題の解決に向け、各関係機関との協力、連携に努めます。
 生活保護世帯の自立を支援するために、民生児童委員と協力して多様な相
談やニーズに応じた助言を行うとともに、関係機関との連携に努めます。
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施 策

⑴ 国民健康保険
事業の財政運
営の健全化

①収納率の向上をめざし、広報などにより国民健康保険制度への理解を求め
ます。
②医療費の伸びの抑制をはかるため、疾病予防や健康づくりの意識を高めま
す。
③医療費通知やレセプト※点検を通じて医療費の適正化をはかります。
※レセプト：病院で診察を受けた際、患者の自己負担分以外の料金（医療保険負担分の料
金）を保険者に請求するための書類で、診療報酬明細書ともいいます。

⑵ 後期高齢者医
療制度の周知

①後期高齢者医療制度について、さまざまな機会を通じて周知に努めます。

⑶ 介護保険事業
の推進

①介護保険制度の周知をはかるため、啓発活動を進めます。
②地域に密着した介護サービスが提供できるよう、官民協働により基盤整備
を進めます。
③適正な介護保険料の設定と収納率の向上に努めます。
④受益と負担のあり方を調査審議し、安心して介護サービスが利用できるよ
うに制度の円滑な運営に努めるとともに、町民参加を進めます。
⑤介護保険に関する相談・苦情窓口を充実させます。
⑥関係機関と連携し、介護人材の育成などの支援を行うとともに、介護サー
ビスの質の確保と安定的な提供に努めます。

⑷ 国民年金事業
の推進

①国民年金制度に対する理解を深め、加入と保険料の納入を促進するため、
さまざまな機会を通じて周知に努めます。
②関係機関との連携を深め、年金加入者や年金受給者に対して、それぞれの
実情にあわせた指導・相談業務の充実に努めます。

⑸ 生活保護が
 必要な世帯の
 支援

①被保護者の自立を支援するため、民生児童委員などと協力して適切な相談
と助言に努めます。
②要保護者の実情の把握に努め、生活保護が適切に受けられるよう、関係機
関との連携に努めます。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴
特定健康診査受診率 国民健康保険事業における特定

健康診査の受診率 19.8％ H21 34.8％ H26 60.0％ H32

国民健康保険税の収
納率 国民健康保険税の現年度収納率 92.6％ H20 93.2％ H26 94.0％ H32

⑵ 広報紙の掲載回数 後期高齢者医療制度の周知のた
めの広報紙での記事掲載回数 ５回 H22 ５回 H26 ５回 H32

⑶

要介護認定者の介護
サービス利用率

要支援、要介護認定者のうち、
介護サービスを利用している人
の割合

77.1％ H21 79.9％ H26 80.8％ H32

介護相談員派遣事業
の面談数

介護相談員が介護サービス利用
者と面談し、利用の状況を直接
把握した数（H25年度開始）

－ － 258件 H26 430件 H32

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護の施設整備件数

定員29人以下の特別養護老人
ホームの施設整備件数 － － １か所 H26 ２か所 H32

特定施設入居者生活
介護の施設整備件数 定員30人の特定施設の整備件数 － － ２か所 H26 ３か所 H32

⑷ 広報紙の掲載回数 国民年金制度の周知のための広
報紙での記事掲載回数 ２回 H22 ５回 H26 ５回 H32

⑸ 被保護者の相談支援数 福祉係で受付した相談支援件数 158件 H22 72件 H26 70件 H32

関係する町の計画 　●音更町国民健康保険特定健康診査等実施計画
●音更町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画
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第２節　社会福祉
１．地域福祉

現状と課題 ◆本町は、社会福祉協議会、民生児童委員、町内会、ボランティア団体など
により、地域の実情に沿って福祉活動が展開されています。

◆近年、人口の増加や生活形態の多様化により、近所付き合いをはじめとす
る町民同士の結びつきは弱まっています。その一方で、子育て支援や高齢
者の見守りなど、地域住民と社会福祉関係者がお互いに協力し地域の福祉
課題の解決に取り組む“地域福祉”の重要性が高まっています。地域福祉
を進めるには、町内会活動やコミュニティ活動など、既存の地域活動を活
性化させるとともに、社会福祉協議会を中心に地域福祉活動を拡充させて
いくことが必要です。

めざす方向  町民一人ひとりが地域の現状を知り、誰もが地域で安心して暮らせる地域
福祉活動を進めます。

福祉まつり

p74_91.indd   80 2016/03/15   15:19:46



序

論

基
本
構
想

重
点
施
策

第

１

章

第

２

章

第

３

章

第

４

章

第

５

章

地
域
別
ま
ち
づ
く
り
方
針

計
画
の
推
進

第

４

章

第

４

章

第４章　いつまでも健やかに、安心して暮らせるまち
第２節　社会福祉

81

施 策

⑴ 地域福祉を推
進する体制・
環境づくり

①少子高齢化に対応できるよう、社会福祉協議会や民生児童委員協議会、民
間福祉団体の機能充実を支援します。
②町民と町との協働で地域福祉を進めるため、地域ネットワークシステムづ
くりを進めます。
③高まるボランティアへのニーズに対応できるよう、ボランティアセンター
機能の充実をはかります。
④ボランティア団体の育成や人材の発掘に努めます。
⑤年齢や障がいにかかわらず生活しやすいまちにするため、ユニバーサルデ
ザイン※の普及をはかります。
⑥「成年後見制度」の利用支援と日常生活自立支援事業を進めるため、社会
福祉協議会と連携して、成年後見サポートセンターを開設します。

※ユニバーサルデザイン：障がいの有無や年齢などにかかわらず、すべての人が快適に利
用できるように設計、製造することです。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「町民ボランティア活
動の育成・支援」の
満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

81.0％ H20 82.2％ H26 84.0％ H32

福祉ボランティア登
録数

ボランティアセンター（社会福
祉協議会内）に登録するボラン
ティア数

43人 H21 67人 H26 80人 H32

福祉ボランティア団
体登録数

ボランティアセンター（社会福
祉協議会内）に登録するボラン
ティア団体数

32団体 H21 27団体 H26 35団体 H32
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２．子ども福祉

現状と課題 ◆本町には、認可保育園が９か所（町立３、私立６）、へき地保育所が７か
所あり、就業形態の変化や多様化する保育ニーズに対応するため、延長保
育事業、一時保育事業や病後児保育事業などの各種保育サービスを実施し
ています。また、平成27年度から「子ども・子育て支援新制度」が施行さ
れたことに伴い、新たに小規模保育事業所２か所を認可するとともに、平
成28年度には、認定こども園が開設される予定です。そうした状況のなか
で、新制度の下での保育園等のあり方について、総合的に検討することが
必要です。

◆子育て支援センターは、３か所で開設しています。また、子育てサポート
事業などを実施し、子育て支援の充実に努めています。

◆放課後児童対策として、学童保育所８か所を設置し、利用児童の増加に対
応するため施設を増築するとともに学童保育所の運営委託を進めるなど、
留守家庭児童の健全育成に努めています。

◆子ども発達支援センターでは、心身に障がいのある子どもに対し、個別・
集団療育指導を行い、日常社会生活への適応訓練と家族に対して必要な助
言、援助を行っています。また、子どもの発達が気になる、心配がある場
合などの相談業務を行っているほか、保護者の相談に応じて、子育てや子
どもとの関わり方についてのより良い方法を考え、それに伴う支援や関係
機関との連携をサポートしています。

◆子どもへの虐待が社会問題となっているなか、本町でも、子どもが健やか
に成長する権利が保障されるように児童虐待の予防や早期発見、早期解決
をはかるため、関係行政機関や民間団体と連携した支援体制の充実が必要
です。
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めざす方向  生きる力の基礎を身につけ、感性豊かで、人の心や立場を気遣う、次代の
頼もしい担い手に成長するよう、子どもたちの年齢や個性に応じた保育に
努めます。
 乳幼児の医療費を助成することにより、病気の早期診断と早期治療を促進
し、乳幼児の健康の保持と福祉の増進に努めます。

施 策

⑴ 子育て支援拠
点の充実

①子育て支援センターの機能充実をはかるとともに、保育環境の整備を進め
ます。

⑵ 保育サービス
の充実

①老朽化や入所児童数に応じて、保育園の計画的な施設整備を進めます。
②へき地保育所の計画的な施設整備のほか、適切な運営方法を検討します。
③保育ニーズに対応した保育サービスを充実させます。
④町民相互の支え合いによる、子育てサポート事業などを促進するほか、子
育てサークル等を支援します。
⑤安心して子育てができる環境の整備や情報の発信に努めます。
⑥学童保育所の運営委託とともに計画的な受入体制と施設整備を進めます。

⑶ 医療費の助成 ①乳幼児医療費の助成を行います。

⑷ 早期療育、
 発達支援

①障がい児などの療育サービスの充実をはかります。
②障がいや発達の遅れなど、つまずきの見られる子どもに対する発達支援体
制を充実させます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「子育ての環境や支
援」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

78.5％ H20 79.4％ H26 82.0％ H32

子育て支援センター
施設数

子育て支援センターの実施施設
数 ２か所 H21 ３か所 H26 ４か所 H32

⑵

保育園受入可能児童
数

常設保育園の受入可能児童数
（年間） 1,011人 H21 1,059人 H26 1,100人 H32

休日保育実施保育園
数

休日保育事業を実施する保育園
数 ０か所 H21 １か所 H26 ２か所 H32

⑶ 乳幼児医療受給対象
者 乳幼児医療の登録者数 2,952人 H22 2,604人 H26 2,652人 H32

⑷ 子ども発達支援セン
ター利用対象者

子ども発達支援センターを利用
した児童の年間の実人数 67人 H22 171人 H26 170人 H32

関係する町の計画 　●音更町子ども・子育て支援事業計画
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３．ひとり親家庭等の福祉

現状と課題 ◆ひとり親家庭等※は、厳しい社会・経済情勢のなかで、就労、子育て、住
宅などさまざまな課題を抱えている場合が多く、本町は、経済的な支援や
自立の促進など、生活安定のための各種相談事業などを実施しています。

◆ひとり親家庭等の多くは、仕事をしながら子育てをしている状況にあり、
児童が健やかに成長するためにも、ひとり親家庭等が安心して子育てをし
ながら生活することができる環境を整備することが必要です。

※ひとり親家庭等：母子家庭、父子家庭および叔父叔母、祖父母などの方が児童を養育してい
る家庭をいいます。ただし、制度によっては、その対象者が一部異なる場合があります。

めざす方向  ひとり親家庭等の自立を促進するため、相談支援に努めるとともに、医療
費の助成などにより、経済的負担を軽減します。

施 策

⑴ ひとり親家庭
等の自立の促
進と経済負担
の軽減

①ひとり親家庭等に対する生活相談・指導の充実をはかります。
②ひとり親家庭等の自立をはかるため、就業を促進します。
③ひとり親等の仕事と育児の両立を支援するため、保育サービスなどの利用
を促進します。
④ひとり親家庭等の経済的な支援をはかるため、医療費の助成を行うととも
に各種制度の周知に努めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ ひとり親医療登録者
数 ひとり親医療登録者数 1,467人 H22 1,484人 H26 1,400人 H32
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老人大運動会

身障大運動会

p74_91.indd   85 2016/03/15   15:19:49



Ⅱ

基

本

計

画

86

４．高齢者福祉

現状と課題 ◆全国と同様、本町においても高齢化が進み、高齢者のみの世帯や高齢者夫
婦世帯は増加傾向にあり、介護を必要としないまでも、日々の交通手段を
はじめ、防災や防犯、除雪など日常生活の不便さや心配を抱える高齢者が、
今後増えていくことが予想されます。高齢者ができるだけ住み慣れた地域
で希望する生活を継続できるよう、介護予防を必要とする高齢者などを早
期に発見し、介護予防事業を推進するとともに、日常生活の支援体制を充
実させていくことが必要です。

◆高齢化の進行により認知症高齢者は増加する傾向にあります。要介護者の
うち半数以上は認知症を有しており、認知症高齢者や家族が抱える問題は
多様化しています。本町では、今後も高齢者人口の増加により、介護需要
が増えていくことが予想されることから、住み慣れた地域で健康寿命を延
ばしていくため、認知症施策、医療との連携、住居に係る施策や生活支援
が切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の構築を進めていきな
がら、共に支え合い、安心して暮らせるまちをめざしていくことが必要で
す。

めざす方向  高齢者が、心身の健康を保ちながら尊厳を持って暮らせるよう、必要な支
援を行います。
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施 策

⑴ 在宅・施設サ
ービスの充実

①在宅サービスの質の確保と向上をはかります。
②介護予防事業の充実強化をはかり、参加を促進します。
③民間における施設整備については、必要な支援をします。
④虚弱な高齢者などが地域で自立した生活ができるように支援するサービス
を実施します。
⑤認知症高齢者などが住み慣れた地域で暮らせるよう、地域密着型サービス
基盤の整備を進めます。
⑥寝たきりの高齢者などの在宅生活を支援するサービスを実施します。

⑵ 地域包括ケア
システムの

 確立

①地域包括支援センター機能を拡充させます。
②保健・医療・福祉・介護の連携体制を充実させます。

⑶ 高齢者の社会
参加、生きが
いづくりの

 促進

①高齢者の社会参加を進めるため、老人クラブなどの自主的な活動を支援し
ます。
②高齢者の交流や活動を促進するため、参加の機会づくりを進めます。
③高齢者の健康で生きがいのある生活の実現と高齢者の就労機会が得られる
よう、高齢者就労センター機能の充実をはかります。
④高齢者が自らの健康増進と社会参加をするためのボランティア活動を支援
します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「高齢者の自立支援」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

74.4％ H20 77.1％ H26 79.0％ H32

介護予防事業の参加
者数

各種介護予防事業に参加する１
年間の延べ参加者数 3,766人 H21 4,526人 H26 5,400人 H32

⑵

地域包括支援センタ
ーの相談件数

総合相談事業における１年間の
相談件数 799件 H21 1,251件 H26 1,500件 H32

認知症サポーター養
成講座受講者数

養成講座を受講認知症サポー
ターとなった人数（累積） 28人 H21 2,959人 H26 5,000人 H32

⑶ 老人クラブ数 老人クラブ数 57クラブ H22 56クラブ H26 56クラブ H32

関係する町の計画 　●音更町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画
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５．障がい者福祉

現状と課題 ◆本町は、「障がい者福祉計画※」で障がいのある人の「完全参加と平等」を、
「障がい福祉計画※」で「障がいの有無にかかわらずあたり前に生活でき
るまち」の実現をそれぞれ基本目標とし、障がい福祉施策を進めています。
関連する制度については、今後も改正が予定されているため、制度の適切
な運用とサービスの確保をはかっていくことが必要です。

◆平成26年度末現在の障がい者手帳所持者数は2,996名（町人口の約6.6％）、
難病患者が368名となっており、手帳制度のない発達障がい※のある人や
高次脳機能障がい※の人を加えると町人口の10％程度の人に何らかの障が
いがあると考えられています。障がいのある人が地域で暮らすためには、
専門的な支援者の確保、就労支援体制の充実、理解促進のためのさらなる
取り組みなどが必要です。

◆乳幼児期、児童・青年期、成人期などと支援が途切れることもあるため、
これらをつなぐ支援体制を構築することが必要です。

※障がい者福祉計画：障害者基本法に基づき、障がい者の総合的な施策について規定した計画
で、総合計画の個別計画の一つに位置付けられるものです。

※障がい福祉計画：障害者総合支援法に基づき、サービスの確保や取り組みについて規定した
計画で、障がい者福祉計画の実施計画として位置付けられるものです。

※発達障がい：脳の機能障がいにより、コミュニケーション・学習・運動機能などの障がいが現れ、
日常生活に支障をきたすものをいいます。

※高次脳機能障がい：脳の病気や交通事故などで脳に損傷を受け、脳の損傷部位により思考・
記憶・行動・注意・感情などに障がいが現れるもので、外見からはわかりにくいことも多い
のが特徴です。

めざす方向  障がいのある人がその能力と個性に応じて、地域で生きいきと暮らせるま
ちづくりを進めます。
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施 策

⑴ 地域生活の
 支援

①日常生活を支え、社会活動に参加できるように総合的な支援をはかります。
②相談支援事業や情報提供サービスの充実をはかります。
③日中活動の場である地域活動支援センターなどの充実に努めます。

⑵ 在宅サービス
の充実

①各種サービスの実施により地域生活支援の充実に努めます。
②通院、通所の交通費の助成など、地域生活をサポートする取り組みを充実
させます。
③ノーマライゼーション※の普及啓発に努めます。

※ノーマライゼーション：障がいのある人もない人も、お互いに区別されることなく当た
り前に生活できるような社会が正常であり、望ましい姿とする考え方をいい、そうした
取り組みや施策なども含まれます。

⑶ 医療費の助成 ①重度心身障がい者医療費の助成を行います。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「障がい者（児）の生
活支援」の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

74.7％ H20 77.5％ H26 78.0％ H32

障がい福祉サービス
の利用者数

介護給付費等の支給を受けてい
る人の数 383人 H21 444人 H26 490人 H32

職場体験利用者数 就労を実際に事業所で体験する
人の数 ５人 H21 10人 H26 20人 H32

⑵ 地域生活支援事業の
利用者数

日中一時支援事業、移動支援事
業および訪問入浴サービスを利
用している人の数

123人 H21 159人 H26 170人 H32

⑶

重度心身障がい受給
者 重度心身障がい者登録者数 816人 H22 803人 H26 800人 H32

自立支援医療受給者
（更生医療） 更正医療登録者数 155人 H22 176人 H26 177人 H32

自立支援医療受給者
（育成医療）

育成医療登録者数
（育成医療についてはH25年度か
ら北海道から権限委譲された業
務）

－ － 23人 H26 30人 H32

関係する町の計画 　●音更町障がい者福祉計画　●音更町障がい福祉計画
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６．低所得者福祉

現状と課題 ◆本町は、所得の低い世帯に対して、相談を通じて各種福祉資金制度の活用
を案内し、自立した生活を営むことができるように努めています。個々の
家庭の状況や支援ニーズが多様化しており、それらに対応できる相談体制
の充実が必要です。

◆平成25年に制定された生活困窮者自立支援法において、国、地方公共団体
は連携して生活困窮者に就労や就労に必要な支援を行うことと規定されま
した。所得の低い世帯の経済的自立を促進するため、ハローワークやとか
ち生活あんしんセンターなどを通じて就業の相談や情報提供を行ってお
り、今後も、関係機関との連携を深め、自立した生活を支援していくこと
が必要です。

めざす方向  低所得者世帯の生活安定のため、相談などを通じて、自立を促進します。

施 策

⑴ 低所得者世帯
の自立の促進
と経済負担の
軽減

①低所得者世帯に対する就労機会を確保するため、関係機関との連携に努め
ます。
②多様化する相談内容に対応するため、民生児童委員などと連携を深め相談
体制の充実をはかります。
③生活福祉資金など各種福祉資金制度の周知と有効活用の促進に努めます。
④低所得者世帯に対し、各種福祉制度などによる助成や負担の軽減に努めま
す。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 低所得者世帯の就業
相談件数 生活相談のうち就業相談の件数 15人 H22 ７人 H26 20人 H32
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７．アイヌの人たちの福祉

現状と課題 ◆国は平成22年より「アイヌ政策推進会議」を開催し、総合的かつ効果的な
アイヌ政策の推進に取り組んでいます。また、北海道は「生活の安定」「教
育の充実」「雇用の安定」「産業の振興」「民間団体の活動の促進」に関わ
る取り組みを進めています。本町でも、アイヌの人たちの社会的・経済的
地位の向上に努めていくことが必要です。

◆本町は、アイヌの人たちに対して住宅新築などに対する貸付を行っていま
すが、近年は利用する人がいないため、民間住宅等貸付制度との兼ね合い
をふまえた事業のあり方の検討が必要です。

◆雇用については、ハローワークを中心に就業の相談や情報提供が行われて
います。今後も、ハローワークなど関係機関との連携を進めることが必要
です。

めざす方向  アイヌの人たちの生活向上や、貴重な文化の振興と伝承活動を支援し、保
存に努めます。

施 策

⑴ アイヌの人た
ちの生活向上
の促進

①アイヌの人たちの生活や雇用に関する相談を充実させるため、関係機関と
の連携に努めます。
②アイヌの人たちの生活環境の向上をはかるため、住宅新築等資金貸付事業
を実施します。
③アイヌの子どもたちへの教育支援を充実させるため、関係機関との連携に
努めます。

⑵ アイヌ文化の
振興と伝承活
動の支援

①アイヌ文化の振興と伝承活動の保存に努めます。
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